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株主の皆様へ

ご 挨 拶

株主の皆様には、平素より「サクサグループ」に対しまして、格別のご高配、

ご支援を賜り厚く御礼申しあげます。

「サクサグループ」を取り巻く情報ネットワーク関連市場の環境は、変化と

競争が激しく、さらにその厳しさが増してきております。こうした変化に対応

するため、独創的な技術力、開発力を駆使できる革新的企業を目指し、株主の

皆様のご期待にお応えできるよう、一層の努力を重ねてまいります。

株主の皆様におかれましては、引き続きご支援、ご高配を賜りますよう

お願い申しあげます。

代表取締役社長　吉岡　正紀目　次
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当期のご報告

当企業グループの主なサービス提供先である情報通信ネットワーク関連市場は、光ネットワークの普及

に対応した新しい取組みが進んでおりますが、主力商品のひとつである中小事業所向けキーテレホンシス

テムにおいては、依然として需要の低迷が続いております。

当企業グループは、このような事業環境の急激な変化に対応できる｢独創的な技術力・開発力を駆使でき

る革新的企業｣を目指し、｢事業の拡大｣と｢経営体質の強化｣の諸施策に取組んでまいりました。

｢事業の拡大｣につきましては、ネットワークソリューション分野およびセキュリティソリューション分

野の主力市場の深耕と新商品の積極的な市場投入に努めるとともに、平成19年4月2日付でコビシ電機株

式会社と資本提携を行い、商品ラインアップの拡充、販売チャネルのシナジー効果等によるセキュリティ

ソリューション分野の強化および拡大を目指してまいりました。

さらに、音声、映像、データによる新たなソリューションの提供により事業領域の拡大を図るため、平

成19年9月28日に株式会社システム・ケイと資本提携を行い、IPネットワークカメラシステム事業へ新

規参入いたしました。

また、｢経営体質の強化｣につきましては、事業環境の急激な変化に早期に対応するため、事業中核会社

であるサクサ株式会社の事業推進体制をカンパニー制から事業部制に移行いたしました。さらに、市場が

要求する従来の枠を超えた融合商品の早期商品化を目的に、コンバージェンスビジネス推進本部を新設い

たしました。

当事業年度の売上高は、ネットワークソリューション分野では減少いたしましたが、セキュリティソリ

ューション分野において増加したことにより515億3千6百万円（前期比 0.4％増）となりました。利益

面では、販売費及び一般管理費などが増加したことにより経常利益は8億6百万円（前期比 35.8％減）、

当期純利益は5億5百万円（前期比 28.9％減）となりました。

●当期の概況
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●連結業績ハイライト
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ネットワークソリューション分

野の売上高は、209億8千8百万

円(前期比 9.5％減)となりまし

た。これは中小事業所向けキー

テレホンシステム市場の低迷が

続いていることや、公衆電話機

の置き換え需要が減少したこと

によるものです。

セキュリティソリューション分野の売上

高は、305億4千8百万円(前期比 8.6％増)

となりました。これはアミューズメント市

場向けリーダライタの減少はありました

が、事業の拡大を目的としたコビシ電機株

式会社との資本提携によりセキュリティ機

器が増加したことや、特定用途向けプリン

タおよび部品などが増加したことによるも

のです。
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●分野別の状況
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トピックス

キーテレホンシステム「Regalis（レガリス）Ⅱ」のセキュリティ機能を強化！

サクサ株式会社とサクサビジネスシステム株式会社は、主要機種である

中小事業所向けIP対応キーテレホンシステム「Regalis（レガリス）Ⅱ」シ

リーズUT700StdおよびUT700Proの2機種をセキュリティ機能強化し、

平成20年3月から発売いたしました。

「RegalisⅡ」は、従来からのセキュリティ機能として、不審者等をセン

サ付電話機で検知し、複数台の電話機から大音量で威嚇したり、事前に登

録した携帯電話等へ通報することができます。また、通報時に電話機が自

動でハンズフリー状態になるので、通報を受けた方がそのまま音声で威嚇

できます。さらに、Webカメラを接続すれば、センサ検知時の状況を携帯

電話で確認できます。

今回のセキュリティ機能強化により、サクサ株式会社の警備用送信機

「TS-MT0802C送信機」と接続することで、センサを共有して運用するこ

とができ、より高度で広範囲な警備を行うことができます。「RegalisⅡ」

に収容したセンサ付電話機が、不審者等を検知すると、複数台の電話機か

らの威嚇だけでなく、「TS-MT0802C送信機」経由でデータ、音声および

メールによる通報ができます。また、警備開始、解除の操作は、ICカード

を警備用送信機「TS-MT0802C送信機」のカードリーダ部にかざすだけ

でなく、電話機による操作も可能で、外出先から携帯電話を使って警備開

始、解除の操作をすることもできます。

TS-MT0802C

RegalisⅡ
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「ネットde録画」サービス開始！ ～簡単に遠隔モニタリングができるASPサービス～

サクサ株式会社とサクサビジネスシステム株式会社は、中小規模事業所向けに専用のカメラサーバを設置することなく簡

単手軽にモニタリングや画像の保存が行えるASPサービス※「ネットde録画」を平成20年3月からサービスを開始いたし

ました。

「ネットde録画」は、ネットワークカメラで撮影した画像を、インターネット経由で閲覧および保存ができるモニタリング

サービスです。特別なソフトウェアや録画装置を用意する必要がないほか、既設のLANなどのネットワークにそのまま組み込

むだけで、簡単手軽にシステムを構築することができます。インターネットに接続されているパソコンや携帯電話から複数の

カメラのリアルタイム画像を、いつでもどこからでも見ることができるので、オフィスや店舗等の様子を24時間確認できま

す。また、人や物の動きがあったときの画像を保存することができ、同時にメールで通知をすることもできますので、ただち

に画像を確認できることから、オフィスや倉庫、駐車場の防犯対策など幅広いニーズに対応することができます。

※ASP（Application Service Provider）サービス：インターネットを通じて顧客にアプリケーションを提供するサービス
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連結財務諸表（要約）

科　目 当期末
（平成20年3月期）

前期末
（平成19年3月期）

●連結貸借対照表 （単位：百万円）

科　目 当期末
（平成20年3月期）

前期末
（平成19年3月期）

（資産の部）

流動資産 29,215 28,743

現金及び預金 6,988 4,958

受取手形及び売掛金 13,745 15,740

たな卸資産 6,299 6,003

繰延税金資産 1,297 1,120

その他流動資産 928 940

貸倒引当金 △44 △19

固定資産 25,142 22,886

有形固定資産 12,761 12,934

建物及び構築物 2,216 2,114

機械装置及び運搬具 558 530

工具器具備品 1,411 1,192

土地 8,574 9,097

無形固定資産 5,006 5,842

ソフトウェア 4,951 4,985

のれん ― 559

その他無形固定資産 54 297

投資その他の資産 7,373 4,108

投資有価証券 6,258 2,865

長期前払費用 375 344

繰延税金資産 278 277

その他投資等 698 885

貸倒引当金 △237 △266

繰延資産 60 41

社債発行費 60 41

資産合計 54,418 51,670

（負債の部）

流動負債 16,716 16,996

支払手形及び買掛金 7,274 6,899

短期借入金 5,189 5,862

社債（1年内償還予定） 564 604

未払金 1,108 833

未払費用 1,380 1,372

未払法人税等 165 221

未払消費税等 136 384

製品保証引当金 288 276

役員賞与引当金 64 69

その他流動負債 544 472

固定負債 11,947 10,112

社債 2,226 1,977

長期借入金 745 1,326

繰延税金負債 2,350 1,515

退職給付引当金 3,949 2,638

役員退職慰労引当金 ― 92

負ののれん 1,907 1,635

その他固定負債 767 927

負債合計 28,664 27,108

（純資産の部）

株主資本 24,403 24,355

資本金 10,836 10,836

資本剰余金 6,331 6,331

利益剰余金 8,313 8,272

自己株式 △1,078 △1,085

評価・換算差額等 1,350 △278

その他有価証券評価差額金 1,321 △301

為替換算調整勘定 29 22

少数株主持分 ― 485

純資産合計 25,753 24,562

負債純資産合計 54,418 51,670
※P7～P8に記載の数値については百万円未満を切り捨てております。
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（単位：百万円）

科　目 当期
（平成20年3月期）

前期
（平成19年3月期）

●連結損益計算書 （単位：百万円）

科　目 当期
（平成20年3月期）

前期
（平成19年3月期）

●連結キャッシュ・フロー計算書

売上高 51,310 51,536

売上原価 38,430 38,155

売上総利益 12,879 13,380

販売費及び一般管理費 11,232 12,115

営業利益 1,647 1,265

営業外収益 499 680

営業外費用 891 1,139

経常利益 1,256 806

特別利益 7 696

特別損失 115 533

税金等調整前当期純利益 1,148 969

法人税、住民税及び事業税 298 261

法人税等調整額 140 235

少数株主損失 ― 33

当期純利益 710 505

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,729 2,697

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,602 △3,438

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,722 △1,389

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額(減少:△) △2,595 △2,131

現金及び現金同等物の期首残高 9,583 6,988

現金及び現金同等物の期末残高 6,988 4,856

資本金� 資本剰余金�利益剰余金�

株主資本� 評価・換算差額等�

自己株式�株主資本合計�その他有価証券�評価差額金�
少数株主持分�為替換算�

調整勘定�
評価・換算�
差額等合計�

平成19年3月31日残高�

連結会計年度中の変動額�

　剰余金の配当�

　当期純利益�

　自己株式の取得�

　株主資本以外の項目の�
　連結会計年度中の変動額（純額）�

連結会計年度中の変動額合計�

平成20年3月31日残高�

―�

485

485

485

純資産合計�

25,753

△546

505

△6

△1,143

△1,191

24,562

1,350

△1,629

△1,629

△278

29

△6

△6

22

1,321

△1,622

△1,622

△301

24,403

△546

505

△6

△47

24,355

△1,078

△6

△6

△1,085

8,313

△546

505

△41

8,272

6,331

6,331

10,836

10,836

（単位：百万円）●連結株主資本等変動計算書（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）
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グループ会社（平成20年3月31日現在）

■ （15社）
サクサホールディングス株式会社�

〈持株会社〉�

サクサアドバンスト�
サポート株式会社�

〈保守サービス会社〉�

サクサビジネスシステム�
株式会社�

〈販売会社〉�

コビシ電機株式会社�

〈生産販売会社〉�

サクサ株式会社�

〈事業中核会社〉�

サクサテクノ株式会社�

〈生産会社〉�

ユニオン電機株式会社�

〈生産会社〉�

株式会社システム・ケイ�

〈システム開発会社〉�

東莞可比世電子有限公司�

〈生産会社〉�

サクサシステム�
エンジニアリング株式会社�

〈システム開発会社〉�

サクサロジスティクス�
株式会社�

〈物流会社〉�

サクサプロアシスト�
株式会社�

〈シェアードサービス会社〉�

サクサテクニカルサービス�
株式会社�

〈保守サービス会社〉�

株式会社コアタック�

〈生産会社〉�

株式会社マイスター�

〈システム開発会社〉�

設立年月日 平成16年2月2日
資　本　金 10,836,678,400円
従 業 員 数 1,628名（連結）

23名（単独）
本　　　社 東京都港区白金一丁目17番3号NBFプラチナタワー
事 業 内 容 情報通信システムの機器および部品の開発、製造および販

売を主として行う子会社の経営管理等

●取締役および監査役

代表取締役社長 吉岡正紀

常 務 取 締 役 村上　新

常 務 取 締 役 松山修二

常 務 取 締 役 福島正之

常 務 取 締 役 越川雅生

常 務 取 締 役 鈴木　譲

取　　締　　役 足立俊夫

取　　締　　役 山田敏夫

取　　締　　役 福村圭一

取　　締　　役 中西清司

常 勤 監 査 役 溝呂木修

監　　査　　役 藤牧正夫

監　　査　　役 河野　敬

監　　査　　役 猪鼻正彦

※1．福村圭一および中西清司の2氏は、社外取締役であります。
※2．河野敬および猪鼻正彦の2氏は、社外監査役であります。

設立年月日 平成16年4月1日
資　本　金 10,700,000,000円
従 業 員 数 599名
事 業 内 容 情報通信システムの機器および部品の開発、製造および販

売ならびにこれに付帯するサービスの提供

●取締役および監査役

代表取締役社長 吉岡正紀

取　　締　　役 村上　新

取　　締　　役 松山修二

取　　締　　役 福島正之

取　　締　　役 越川雅生

取　　締　　役 鈴木　譲

取　　締　　役 足立俊夫

常 勤 監 査 役 藤牧正夫

監　　査　　役 溝呂木修

監　　査　　役 河野　敬

●執行役員

社長執行役員 吉岡正紀

常務執行役員 村上　新

常務執行役員 松山修二

常務執行役員 福島正之

常務執行役員 越川雅生

常務執行役員 鈴木　譲

常務執行役員 足立俊夫

常務執行役員 小川利行

常務執行役員 村田直光

常務執行役員 大内正樹

執　行　役　員 竹松睦男

執　行　役　員 羽鳥勝彦

執　行　役　員 島田俊治

執　行　役　員 皆川忠志

執　行　役　員 伊藤訓明

執　行　役　員 石田　潤

※河野敬氏は、社外監査役であります。
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株式情報（平成20年3月31日現在）

株式の状況

●発行可能株式総数.................................... 240,000,000株

●発行済株式の総数 ...................................... 62,449,621株

●株主数 ...................................................................... 8,831名

所有者別分布状況

第5期�
（中間期）� 個人その他�

40.70%

国内法人等�
（金融機関・証券会社を除く）�

23.77%

金融機関�
26.06%

外国法人・外国人�
8.11%

証券会社�
1.36%

第5期�
個人その他�
41.61%

国内法人等�
（金融機関・証券会社を除く）�

15.46%

金融機関�
34.61%

外国法人・外国人�
7.41% 証券会社�

0.91%

平成19年�
9月30日�

平成20年�
3月31日�

大株主

株主名
当社への出資状況

持株数（千株） 出資比率（％）

株 主 メ モ

事 業 年 度

期末配当の基準日

定時株主総会

基 準 日

株主名簿管理人

同事務取扱場所

郵便物送付先

電 話 照 会 先

専用ホームページ

同　取　次　所

公告掲載URL

単元未満株式の買取

毎年4月1日から翌年3月31日まで

毎年3月31日
※当社は、中間配当制度を採用しておりません。

毎年6月

当社の定時株主総会の基準日は、毎年3月31

日とします。

その他、必要があるときは、あらかじめ公告して

定める日とします。

東京都中央区八重洲一丁目2番1号

みずほ信託銀行株式会社

東京都中央区八重洲一丁目2番1号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

〒135-8722

東京都江東区佐賀一丁目17番7号

みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

電話　0120-288-324（フリーダイヤル）

http://www.mizuho-tb.co.jp/daikou/

みずほ信託銀行株式会社　全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社　

本店および全国各支店ならびにプラネットブース

http://www.saxa.co.jp
※当社の公告の方法は、電子公告としております。ただし、事故

その他やむを得ない事由によって、電子公告による公告をする

ことができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

上記株主名簿管理人がお取扱いします。

なお、株券保管振替制度により単元未満株式を

預託している場合は、お取引の証券会社等にお

申出ください。

沖電気工業株式会社 6,060 9.70

日本電気株式会社 6,060 9.70

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,789 4.47

株式会社みずほ銀行 2,339 3.75

株式会社三井住友銀行 1,767 2.83

シービーエヌワイ　デイエフエイ　インターナショナル
キャップ　バリュー　ポートフォリオ

1,019 1.63

株式会社三菱東京UFJ銀行 959 1.54

みずほ信託銀行株式会社 900 1.44

シティバンク　ロンドン　エス　エイ　スティチング
シェル　ペンションファンド

867 1.39

三井住友海上火災保険株式会社 773 1.24

※1. 当社は自己株式を1,694,035株保有しておりますが、上記大株主からは除いております。
※2. 沖電気工業株式会社の株式数には、沖電気工業株式会社が退職給付信託の信託財産とし

て拠出している当社株式6,059,800株（出資比率9.70％）を含んでおります。
（株主名簿上の名義は、「みずほ信託退職給付信託 沖電気工業口 再信託受託者 資産管理
サービス信託」であります。）

※3. 株式会社みずほ銀行の株式数には、株式会社みずほ銀行が退職給付信託の信託財産とし
て拠出している当社株式1,778,000株（出資比率2.85％）を含んでおります。
（株主名簿上の名義は、「みずほ信託退職給付信託 みずほ銀行口 再信託受託者 資産管理
サービス信託」であります。）

※4.「持株数（千株）」は、千株未満を切り捨てております。
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